
○消防用設備等について有資格者等に点検させなければならない防火
対象物の指定について

平 成１１年  ４月  １日
高広振組消防局告示第３号

改正 平成１３年１月４日高広振組消防局告示第１号

消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）第３６条第２項第２号の規定に基づき、消防
用設備等について消防設備士免状の交付を受けている者又は総務大臣が認める資格を有す
る者に点検させなければならない防火対象物として次のとおり指定する。
（平１３高広振組消防局告示１･一部改正）

記
延べ面積が１,０００平方メートル以上となる防火対象物で、次の用途に供されるもの

消防法施行令別表第１に掲げる区分

（５）ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅

（７）
小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、高等専門学校、大学、専修学
校、各種学校その他これらに類するもの

（８）図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの

（９）
ロ 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの以外の
公衆浴場

(１０)
車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場（旅客の乗降又は待合いの用
に供する建築物に限る。）

(１１)神社、寺院、教会その他これらに類するもの

(１２)
イ 工場又は作業場

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ

(１３)
イ 自動車車庫又は駐車場

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫

(１４)倉庫

(１５)消防法施行令別表第１の第(１)項から第(１４)項に該当しない事業場

(１６)
ロ 消防法施行令別表第１の第(１)項から第(４)項まで、(５)項イ、(６)項

又は(９)項イに掲げる複合用途防火対象物以外の複合用途防火対象物

(１７)

文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規定によつて重要文化財、重
要有形民俗文化財、史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重要
美術品等の保存に関する法律（昭和８年法律第４３号）の規定によつて重要
美術品として認定された建造物

(１８)延長５０メートル以上のアーケード

附 則
この告示は、告示の日から施行する。
附 則
この告示は、平成１３年１月６日から施行する。
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